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『「ふくしまの今を語る人」県外派遣事業』業務 

公募型プロポーザル募集要領 

 

 

１ 業務名 

『「ふくしまの今を語る人」県外派遣事業』業務 

 

２ 業務概要 

全国各地で開催されている各地域の消費者向けの説明会・講演会・シンポジウム等の学習機会

や各種学校における授業等（以下「イベント等」という。）を活用し、福島県の農林水産業物の生

産者等（以下「生産者等」という。）が自ら講師「ふくしまの今を語る人」となって出向き、放射

性物質低減の取組や検査の状況、生産者等の思い等を説明・紹介しながら、食と放射能や県産品

に対する正確な理解の普及促進と風評の払拭を図る。 

 

３ 業務仕様 

別紙「ふくしまの今を語る人」県外派遣事業業務委託仕様書（以下「仕様書」という。）のとお

り。 

なお、具体的な仕様は、企画提案書の選定後に提案内容を反映する。 

 

４ 業務期間 

  委託契約締結の日から令和６年３月１４日（木）までの期間 

 

５ 見積限度額 

４４，４９１千円（消費税及び地方消費税込み） 

 

６ 参加資格 

公募型プロポーザルに参加する者（以下「参加者」という。）は、次に掲げる参加者の

資格要件（以下「資格要件」という。）全てを満たす者とする。 

(1) 福島県消費生活センターでの打合せ等に迅速に対応できる法人又は個人。 

なお、本事業においては、企業連合（本事業を共同連帯して受託するため、２以上の

法人を構成員として結成された共同企業体をいう。）は認めない。 

(2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。 

(3) 募集要領を公示した日から契約締結日までの期間において、県における入札参加資格

制限措置要綱の規定に基づく入札参加制限中の者でないこと。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立てをした者若

しくはなされた者（同法第41条第1項に規定する更生手続き開始の決定を受けた者を除

く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立てをし

た者若しくはなされた者（同法第33条第1項に規定する再生手続き開始の決定を受けた

者を除く。）でないこと。 
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(5)  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号

に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）に該当しないほか、次に掲げる者でない

こと。 

ア 役員等（契約の相手方が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与して

いる者を、契約の相手方が法人である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締

結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下この号にお

いて同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号）第２条第２号に規定する暴力団（以下この条において「暴力団」という。）又

は同条第６号に規定する暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）。 

イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者。 

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

していると認められる者。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られる者。 

(6) 政治団体（政治資金規正法（昭和23年法律第194号) 第3条の規定によるもの) 及び宗

教団体（宗教法人法（昭和26年法律第126号) 第2条の規定によるもの) でない者。 

(7) 県税を滞納している者でないこと。 

(8) 消費税または地方消費税を滞納している者でないこと。 

 

７ 実施のスケジュール 

(1) 募集要領等に関する質問書受付期間 

公告日から令和５年３月１７日（金）午後５時【必着】 

(2) 質問書に対する回答期限 

令和５年３月２０日（月） 

(3) 参加申込書の提出期限 

令和５年３月２２日（水）午後５時【必着】 

(4) 参加資格確認書の通知 

令和５年３月２３日（木） 

(5) 企画提案書の提出期間 

令和５年３月２３日（木）から令和５年３月２９日（水）午後５時【必着】 

(6) 公募型プロポーザル審査委員会 

令和５年３月３０日（木）午前 

 

８ 公募型プロポーザルに関する手続き 

(1) 公募型プロポーザル参加に係る書類の入手 

公募型プロポーザルに参加を希望する者は、福島県生活環境総務課のホームページ

（専用サイト）からダウンロードし、入手するものとする。ＵＲＬは次のとおり。 
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http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16005a/nyu-satsu.html 

(2) 参加申込書の提出（必須） 

参加者は、【様式１－１】に添付書類を添えて次のとおり提出するものとする。 

ア 提出期限 令和５年３月２２日（水）午後５時（必着） 

イ 提出方法 担当課に持参又は郵送で提出 

(ｱ) 持参する場合は、提出期限まで（ただし、祝日、土曜日及び日曜日を除く。）の

午前９時から午後５時までとする。 

(ｲ) 郵送する場合は、簡易書留により令和５年３月２２日（水）午後５時（必着）ま

で到達するように送付すること。 

ウ 留意事項 

提出期限までに参加申込書を提出しなかった者は、以降の公募型プロポーザル手続

きに参加できないものとする。 

(3) 参加資格審査 

県は、参加申込書の内容及び参加資格要件の適否を確認し、その結果を令和５年３月

２３日（木）に参加者へ通知するものとする。 

(4) 質問の受付 

実施要領等に関する質問は、【様式１－２】により受け付けるものとする。 

ア 受付期間 令和５年３月１７日（金）午後５時（必着）まで 

イ 提出方法 原則として電子メール又はＦＡＸにより担当課に送付すること。 

       なお、送付した旨を担当課に電話連絡すること。 

ウ 回答方法 質問に対する回答は、競争上の地位その他正当な利害を害するおそれの

あるものを除き、専用サイトに掲載する。 

 なお、個別の回答は行わない。 

エ 回答期日 令和５年３月２０日（月）まで、随時回答を行う。 

(5) 提出する書類 

企画提案競技参加者は、別添の【企画提案書作成要領】で定める書類（以下「企画提

案書等」という。）を次のとおり提出するものとする。 

ア 持参する場合の提出方法 

受付日時：令和５年３月２３日（木）～２９日（水） 

午前９時から午後５時まで（ただし、祝日、土曜日及び日曜日を除く。） 

提出先：要領 14 担当課連絡先 宛て 

イ 郵送する場合の提出方法 

封筒に「企画提案書在中」と朱書きして、配達証明付書留郵便（福島県生活環境部

消費生活課長宛、親展）で令和５年３月２９日（水）午後５時（必着）までに企画提

案競技担当課に到達するように送付すること。 

（6）失格となる場合 

ア 募集要領で示す条件に違反した企画提案書 

イ 虚偽の内容が記載されている企画提案書 

ウ プロポーザル審査委員会の委員又は関係者に企画提案書に対する援助を直接的又は

間接的に求めた者が提出した企画提案書 
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エ 見積書の総額が５に示す見積限度額を超える提案 

オ 民法（明治29年法律第89号）第90条（公序良俗違反）、第93条（心裡留保）、第94条

（虚偽表示）又は第95条（錯誤）に該当する提案 

カ 誤字、脱字等により必要事項が確認できない提案 

キ その他、公募型プロポーザルに関する条件に違反した提案 

（7）再提出・複数企画提案の禁止 

参加届出書提出者１者につき１提案のみ受け付けるものとし、提出後の書換え、引換

え及び撤回は認めないものとする。 

（8）辞退 

参加届出書を提出した者が、公募型プロポーザルへの参加を途中で取りやめる場合に

は、【様式１－３】を担当課に持参又は郵送の方法により提出すること。 

(9) その他 

ア 公募型プロポーザルへの参加に要する経費は、全て参加者が負担するものとする。 

イ 参加者が県に提出した書類は、返却しない。 

ウ 提出された企画提案書等に係る第三者からの公文書開示請求に関しては、提案者

の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるため、開示しない。 

 

９ 委託候補者の決定方法について 

(1) 企画提案書の審査 

企画提案書の審査は、公募型プロポーザル審査委員会が行うものとする。 

(2) 契約候補者の決定 

審査委員会では、先に提出した企画提案書等に基づき、参加者によるプレゼンテーシ

ョンを行い、最も優れた提案者及び次点者を特定し、報告するものとする。 

県は、審査委員会からの報告を基に、契約候補者及び次点者を決定するものとする。 

(3)  審査委員会（プレゼンテーション審査） 

ア 開催日時及び会場 

審査委員会（プレゼンテーション審査）を開催する日時及び場所については、別途

参加者に通知する。 

【予定】日時：令和５年３月３０日（木）午前（時間は参加者毎に指定する。） 

場所：福島県消費生活センター研修室（福島県自治会館１階） 

イ 所要時間 

１５分以内の説明と１０分以内の質疑を実施する。 

ウ 審査基準 

審査基準は次のとおりとする。 
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審査項目 評価の視点 配点 傾斜 

 

業務遂行能力 

提案内容を確実に履行可能な実施体制が確保され

ているか（全国の派遣先との間に緊急時を含め連

絡体制を取れるか。） 

５点 ×２ 

 
トラブル発生時(講演開始前、講演当日）に適切

に対応できるか。 
５点 ×１ 

  事業を遂行するための考え方は適切か。 ５点 ×２ 

 

企画提案内容 

事業の目標（講師派遣回数が40回以上、うち７割

以上が西日本への派遣、参加者延べ4,000人以

上）の達成が見込めるか。 

５点 ×１ 

 講師候補者の選定は適切か。 ５点 ×１ 

 

講演派遣先団体の選定、募集の方法は適切か（若

年層や子育て世代が所属する団体へのアプローチ

が含まれているか）。 

５点 ×２ 

 
食と放射能、福島県の紹介等について理解を促進

する工夫があるか。 
５点 ×１ 

 試食交流会の運営(食材の選定)に工夫があるか。 ５点 ×１ 

 講師へのサポート体制は整っているか。 ５点 ×１ 

 
オンラインを利用した開催について具体的な提案

がなされ、その内容は効果的か。 
５点 ×１ 

 

講演会の内容等を広く情報発信するための工夫が

あるか。 
５点 ×３ 

委託仕様書に記載されていない活用可能な提案が

あり、また、それは効果的か。 
５点 ×２ 

 予算額の妥当性 経費積算内訳は適切か。 ５点 ×２ 

合  計 １００点 

 

エ 評価方法 

(ｱ) 審査項目ごとに評価点を付す。 

(ｲ) 評価基準は、次のとおりとする。 

５点：優れている 

４点：やや優れている 

３点：普通 

２点：やや劣る 

１点：劣る 
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オ 契約候補者の選定 

(ｱ) 各審査委員の評価点数の合計得点が最も高く、かつ、最低基準を満たしている者

を契約候補者（単独随意契約の予定者）とし、それに次ぐ得点の者を次点者として

決定する。 

(ｲ) 評価配点の上限（１００点）に審査委員数を乗じた評価配点合計の７０％以上の

合計点を得ていることを最低基準とする。（１００点×５人×７０％＝３５０点） 

(ｳ) 得点の最も高い者が２人以上あるときは、審査委員会において再協議し、契約候

補者及び次点者を選定する。 

 (4) 参加者への審査結果の通知 

ア 審査の結果は、審査委員会参加者全員に通知する。 

  なお、契約候補者とならなかった者は、その通知の日の翌日から起算して２週間以

内に選定されなかった理由の説明を書面により求めることができる。 

イ 審査結果を生活環境部生活環境総務課のホームページに掲載する。 

なお、掲載する内容は、次のとおりとする。 

(ｱ) 業務名 

(ｲ) 業務の概要 

(ｳ) 履行期間 

(ｴ) 公示期間 

(ｵ) 審査委員会審査日 

(ｶ) 契約候補者 

(ｷ) その他必要な事項 

 

10 契約の締結について 

(1) 契約締結の手続きについて 

ア 県は、福島県財務規則（昭和39年福島県規則第17号）に定める随意契約の手続きに

より、契約候補者から見積書を徴取し、予定価格の範囲内であることを確認して契約

を締結し、契約書を取り交わすものとする。 

イ 本事業の委託仕様書は、契約候補者が提出した企画提案書等をもとに作成するが、

本事業の目的達成のために必要と認められる場合には、県と契約候補者との協議によ

り、提案内容を一部変更した上で委託仕様書を作成することがある。この場合におい

て、契約候補者との協議が整わなかった場合は、次点者と協議を行うものとする。 

(2) 契約保証金について 

契約候補者は、契約保証金として契約額の１００分の５以上の額を、契約締結前に納

付しなければならない。 

ただし、財務規則第229条第１項各号のいずれかに該当する場合には、契約保証金の

全部又は一部の納付を免除する。 

 

12 公募型プロポーザルの公正確保について 

 (1) 参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）

等に抵触する行為を行ってはならない。 
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 (2) 参加者は、公募型プロポーザルに当たっては、競争を制限する目的で他の参加者と提

案内容に関する相談を行ってはならず、独自に企画提案書等を作成しなければならない。 

 (3) 参加者は、契約候補者の決定前に、他の参加者に対して企画提案書等を意図的に開示

してはならない。 

 (4) 参加者が連合し、又は不穏な行動をなすなどの場合において、公募型プロポーザルを

公正に執行することができないと認められるときは、当該参加者を公募型プロポーザル

に参加させず、又は公募型プロポーザルの執行を延期し、若しくは取りやめることがあ

る。 

 

13 その他 

(1)  契約の相手方が、企画提案書に基づく履行ができなかった場合において、再度の履行

が困難又は合理的でないときは、県は、契約の相手方に対し契約金額の減額、損害賠償

の請求、契約の解除、違約金の請求の対象とすることができる。 

(2)  本事業は、令和５年度予算として執行するものであることから、事業は国及び県の予

算が可決され、令和５年４月１日以降で予算の執行が可能となったときに確定する。 

 

14 担当課連絡先 

福島県生活環境部消費生活課（福島県消費生活センター） 担当：伊澤 由美子 

所 在 地 〒960-8043  福島県福島市中町８番２号（自治会館１階） 

電話番号 ０２４－５２１－７１８０（直通） 

Ｆ Ａ Ｘ ０２４－５２１－７９８２ 

電子メールアドレス syouhi@pref.fukushima.lg.jp 
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